
１　総括
　 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

　 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１ 　職員手当には退職手当を含まない。

      　２ 　職員数は平成29年4月1日現在の人数である。

３ 　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、

　職員数には当該職員を含んでいない。

　(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ 　ラスパイレス指数とは、全国地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の

職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の

俸給月額を１００として計算した指数。

２ 　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、

地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率

を用いて補正したラスパイレス指数。

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手

当支給率）により算出。）

３ 　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもので

ある。

※ 　平成30年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で

上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

職員数

276 人

　　 　　　 Ａ

実質収支

給　　　　　与　　　　　費

計　Ｂ

（参　考）

期末・勤勉手当

1,764,842千円 6,394千円

28年度の人件費率

13.27%61,698 人

（平成29年1月1日）

12.34%

給　 料

29年度 1,075,342千円 241,008千円 448,492千円

区分

福津市の給与・定員管理等について

Ｂ／Ａ

人件費率住民基本台帳人口

561,634 千円

職員手当

29年度

区　分
（参考）類似団体平均

一人当たり給与費

6,178千円

一人当たり

給与費　Ｂ／Ａ

歳出額

Ａ

21,817,210 千円

人件費

Ｂ

2,692,520 千円
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　(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

　[　実施　]

　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

②地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）　国基準１０％に対し、福津市においては８％を支給。

（実施時期）　平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引き上げることとし、平成２７年４月１日時点

は５％、給与改定後は平成２７年４月に遡及し７％、平成２８年４月１日から８％を支給。

（参考）

③その他の見直し内容

単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）

　(5) 特記事項

福津市の支給割合

国基準による支給割合

　【概要】　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見
直し等に取り組むとされている。

（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日

（内容）　一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。若年層については、人材確保の
観点から１級（全号俸）及び２級の初任給に係る号俸引下げなし。高齢者層については、５０歳台後半層における官民
の給与差を考慮して３級以上の級の高位号俸を最大４％程度引き下げ。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１
日まで）の経過措置（現給保障）を実施。
　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

３％

平成26年度
の支給割合

３％

５％

５％

遡及改定後

平成27年度の支給割合

７％

７％

平成30年度
の支給割合

１０％

８％

4月1日時点

平成28年度
の支給割合

１０％

８％

平成29年度
の支給割合

１０％

８％
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
　 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３０年４月１日現在）
　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

　　　　③小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

(注）１ 　「平均給料月額」とは、平成３０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　２ 　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべて

　　　 　の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除い

　たもの）で算出している。

　(2) 職員の初任給の状況（平成３０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円 円

円 円 円

　(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３０年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

45.4

平均年齢

302,385

43.9

375,400

－

中　学　卒

185,500

国

179,200

類似団体

全地方公共団体平均

39.7

147,100

－

高　校　卒

平均年齢

53.7

380,431

319,000

高　校　卒

252,300

220,000

－

42.6 357,441 417,208

220,000 294,300

－－

－

364,200

経験年数２５年

364,200

－ －

346,700

346,700

区　　分

福津市

福岡県

小・中学校
（幼稚園）教
育職

大　学　卒 252,300 319,000

387,720

全地方公共団体平均

326,149

317,277

類似団体

2,553

356,487

国 50.7

経験年数２０年

－

平均給料月額 平均給与月額

350,269

153,000

413,075

180,700

福　　岡　　県

55.8

区　　分

366,600

高　校　卒

－

294,300 366,600

180,700 207,200

50.5 －

380,687

福岡県

福　津　市

国

393,832市平均

42.9

42.3

329,845

393,905

316,919

類似団体

43.5

区　　分 平　均　年　齢

50.8

一般行政職

福　　津　　市

360,181

365,043

平均給与月額

福津市

414,482

311,223

（国ベース）

356,488

416,124

328,637

3

329,296

286,817

419,824

419,824

377,146

うち調理員（保育所）

41.3 391,700

（国ベース）
平均給与月額

－

356,352310,754

375,967

3

福岡県

41.9

537

416,124

361,670

52.7

352,320

325,74525 358,362

平均給料月額

平均給与月額
平均給与月額平均給料月額

410,940

375,967

小・中学校
（幼稚園）教
育職

一般行政職

－

－

経験年数３０年

－

区　　　　　分

大　学　卒

高　校　卒

技能労務職
高　校　卒

大　学　卒

151,200高　校　卒

大　学　卒 375,400

358,338

職員数

経験年数１０年

－

区　　　　　分

153,000

技能労務職
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成３０年４月１日現在）

（注）１　福津市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　 (2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））　（平成３０年４月１日現在）

318,500 円

57 人
(1)主任の職務

区　　分

主事、司書

10.7%

係長及び主査の職務

館長、主幹及びこれに相当する職務

95 人

27 人

37.7%

3.2%

高度の知識又は経験を必要とする主事、司書

１　　級

２　　級 12.3%

22.6%
(2)特に高度の知識又は経験を必要とする司書

３　　級

構成比

課長、局長、室長、参事及びこれに相当する
職務

8 人

７　　級

標準的な職務内容 職員数

303,800 円

228,900 円 349,600 円

262,000 円 387,900 円

288,000 円 392,600 円

409,800 円

１号給の
給料月額

362,300 円

５　　級

４　　級

3.6%

142,600 円 247,100 円

最高号給の
給料月額

9 人

31 人 192,700 円

部長、議会事務局長及び理事の職務 444,500 円

9.9%

６　　級

25 人

1級
9.9%

1級
12.4%

1級
9.4%

2級
12.3%

2級
10.0% 2級

4.5%

3級
22.6%

3級
24.4%

3級
34.4%

4級
37.7%

4級
36.0% 4級

25.0%

5級
3.2%

5級
3.2%

5級
11.1%

6級
10.7%

6級
10.4%

6級
11.9%

7級
3.6%

7級
3.6%

7級
3.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成30年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

福津市

国家公務員

給

料

月

額
国1級 市1級

国2級 市2級

国8級

国9級
国10級

国3級 市3級

国4級 市4級

国5級 市5級国6級 市6級

国7級 市7級
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　（3) 昇給への人事評価の活用状況（福津市）
　

イ

ロ

　４　職員の手当の状況
　 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）

千円 千円　

（29年度支給割合） （29年度支給割合） （29年度支給割合）

　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　期末手当 勤勉手当 　　　　期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

 ・管理職加算　10～25％ ・管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

勤勉手当への人事評価への活用状況（福津市）

　

イ

ロ

　(2) 退職手当（平成３０年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～45％加算）

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 （未公表）

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、平成29年度に退職した職員に支給された平均額である。

47.7090

24.586875

33.270750

47.709000

47.709000

19.6695

28.0395

39.7575

47.7090

24.586875

33.270750

47.709000

47.709000

福　　　　津　　　　市 国

支給実績が
ある成績率

22,364

○

平成31年度

19.6695

28.0395

39.7575

支給可能な
成績率

管理職員

○

平成31年度

一般職員

1,486

人事評価を活用していない

活用予定時期

○

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

（0.85）

2.601.75

福　　　　津　　　　市

1.8

（1.45）

2.60

（未公表）

（0.85）

2,146

人事評価を活用している

上位、標準、下位の区分

1.8

福　　　　岡　　　　県

（0.85）

2.60

活用している成績率

国

（1.45）

人事評価を活用している

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

人事評価を活用していない

標準、下位の成績率

（1.45）

平成２９年年度中における運用

平成30年4月2日から平成31年4月1日までにおける
運用

活用予定時期

昇給可能
な区分

昇給実績
がある区

分
活用している昇給区分

上位、標準の区分

管理職員 一般職員

標準の区分のみ（一律）

○

平成31年度 平成31年度

1,619

上位、標準、下位の成績率

昇給実績
がある区

分

昇給可能
な区分

上位、標準の成績率
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　 (3) 地域手当（平成３０年４月１日現在）
千円

　 円

％ 人 ％

　 (4) 特殊勤務手当（平成３０年４月１日現在）
支給実績（29年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度）

手当の種類（手当数）

　 (5) 時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

(注)　　職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（29年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総

　　　職員数（管理職員、教育職員、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員

     を含む。

0 千円 １体につき5,000円

感染症防疫の作業

行路死亡人又は変死人の処置

１日につき3,000円

平成29年度決算

33 千円 １日につき400円

270 千円

手当の名称

277職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

64,871

支給実績（29年度決算）

生活保護業務手当

死亡人処置手当 右記の業務に従事した職員

89,819

303

福祉事務所に勤務する職員

8

支給実績（28年度決算）

306,549

支給対象地域

支給職員1人当たり平均支給年額（29年度決算）

市税等滞納整理手
当

65,895

国の制度（支給率）

0 千円

主な支給対象職員

右記の業務に従事した職員

職員１人当たり平均支給年額（28年度決算）

感染症防疫手当

269

支給実績（29年度決算）

右記の業務に従事した職員

千円

10福津市

支給率

16,833

6.1

１日につき400円

　 円

　 ％

4種類

支給実績 左記職員に対する支給単価

市税等一般財源収入の滞納整
理を行うため滞納世帯等を訪
問

生活保護法に定める業務を行
うため家庭等を訪問

主な支給対象業務

支給対象職員数

253
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　(6) その他の手当（平成３０年４月１日現在）

…

…

…

定額支給

（139,300円～

千円 237,686 円

円

平均支給年額

－

千円 24,320

千円

円

（経過措置あ
り）

718,72246,300円） 千円

－

（29年度決算）異なる内容

297,820

28,047

円11,008

25,874

国の制度と

 6,500円

【交通機関等利用者】

配偶者以外の扶養親族

内容及び支給単価

距離区分に応じて2,000円～31,600円
を支給（片道2km未満を除く）。

同    じ

 5,000円

との異同
手　当　名

異なる

扶養親族のある職員に対して支給

国の制度

…

配偶者             

異なる

－

（29年度決算）

管理又は監督の地位にある職員に定額
で支給。

住居手当

6,500円

館長などは41,000円、課長などは
53,000円、部長などは、65,000円

特定期間の加算（満15
歳に達する日後の最初
の4月1日から満22歳に
達する日以後の最初の
3月31日までの間にあ
る子）

円

扶養手当

運賃相当額が55,000円以下については
運賃相当額を支給（片道2km未満のも
のを除く）。

【自動車等の交通用具利用者】

【支給月額】管理職手当

勤務１時間当たりの給与額×135／100
×勤務時間

18,167

同じ

同じ

通勤手当 54,227

勤務１時間当
たりの給与額
の算出方法が
異なる。（広
域異動手当、
研究員調整手
当が含まれ
る。)

支給職員１人当たり

祝日等における正規の勤務時間に対し
て支給。

子

千円

休日勤務手当

支給実績

自ら居住するため住宅(貸間を含む。)
を借り受け、月額12,000円を超える家
賃を支払っている職員に家賃額に応
じ、27,000円を限度に支給。

1,897

10,000円
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　５　特別職の報酬等の状況（平成３０年４月１日現在）

（平成29年度支給割合） 1.55月分 （６月期）

1.75月分 （１２月期）

3.30月分 （合　　計）

（平成29年度支給割合） 1.55月分 （６月期）

1.75月分 （１２月期）

3.30月分 （合　　計）

任期ごと

任期ごと

(注) 1 　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

2 　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた

　場合における退職手当の見込額である。

　６　職員数の状況
　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

＜参考＞

　人口1万人当たり職員数　　　　36.04人

　（類似団体の人口1万人当たりの職員数　49.02人）

＜参考＞

　人口1万人当たり職員数　　　44.06人

　（類似団体の人口1万人当たりの職員数　62.84人）

＜参考＞

　人口1万人当たり職員数　　　49.73人

（注）　1 職員数は一般職に属する職員数である（育休代替職員および任期付職員を含む<平成28年16人、平成29年14人>）。
　　　　2　[　　　]内は、条例定数の合計である。

主　な　増　減　理　由

266,000 円

（各年４月１日現在）

5

1

24

（　　　　　円）

12

－

70 機構改革及び事務の統廃合による減

市 長 850,000 円 （参考）類似団体における最高／最低額

▲ 1229

388,000 円 591,000 円　　　／

業務量増加及び育休任期付職員採用による増

給
料

（　　　　　円） 1,061,000 円　　　／ 644,000 円

副 市 長 620,000 円

育休任期付職員採用による増

4

[339人以下］

－

50

-

総 務

13

22

事務の統廃合による減

事務の統廃合による減

[339人以下］

平成29年

2

313

育休任期付職員採用による増

5 0

給料月額×510/100×勤続月数/12

育休任期付職員任期満了による減

0

会
計
等
部
門

公
営
企
業

316

計

合　　計

小　　計

土 木

農林水産

衛 生

議 会

部　　門

区　　分

一
般
行
政
部
門

副 議 長

議 員

教育部門

市 長

税 務

退
職
手
当

普
通
会
計
部
門

労 働

26

そ の 他

36小　　　計

副 市 長

対前年
増減数平成30年

職　　　員　　　数

副 市 長

701,000 円 885,000 円　　　／

737,000 円　　　／議 長

（　　　　　円）

区　　　　　分

報
酬

期
末
手
当

議 員

414,000 円

464,000 円

10

7

民 生

商 工

25

58

280

※　１期の手当額（見込）・・・・・　17,340千円

5

45

水 道

下 水 道

給　　料　　月　　額　　等

市 長

3

0

276

11

22

4

4

▲ 1

▲ 137

76

議 長

副 議 長

26

（　　　　　円）

（　　　　　円）

62

7

357,000 円

294,000 円

▲ 1

※　１期の手当額（見込）・・・・・　　8,412千円

▲ 1

0

230

4

653,000 円　　　／

▲ 6

2221

給料月額×300/100×勤続月数/12

業務量増加による増

消防 1 1 0
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　(2)　年齢別職員構成の状況（平成３０年４月１日現在）

　

～

　(3) 職員数の推移

　

（ %）

（ %）

（ %）

（ %）

（ %）

（ %）

(注)　1　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数である。

職員数

20歳 20歳 36歳

～

平成29年平成28年

251

35歳 39歳

人

42

40歳

～
31歳

人

28歳 32歳

人

平成27年

～

43

人

～

人

～

56歳

27歳

20

229

40

283 278

246 242

43歳

37

7

47歳

316

～

59歳

～ ～

52歳 60歳

区　分

人

～

部門別

人

総合計

1

51歳

44歳

55歳

48

人人

48歳

37

一般行政

平成25年

未満 23歳

24歳

▲ 1

▲ 8

316 ▲ 9

280

▲ 2.8

36

▲ 8.8

過去5年間

の増減数（率）

▲ 2.8

▲ 2.7

35.150 13

計

230

（単位：人・％）

年度

▲ 22

人

2

人

平成26年 平成30年

2735

人

3321

人

計

316

以上

325 320 317 316 313

276 276

37 37 36

普通会計計 288

公営企業等会計計 37 37 39

消防

人

46 45教育

230

1 100.0- - - - 1 1

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比

%
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■　勤務時間その他の勤務条件の状況

　１.勤務時間

勤務時間 午前８時３０分から午後５時００分まで

１日７時間４５分、１週間３８時間４５分

週休日 土曜日、日曜日

※職場により、上記と異なる場合があります。

　２.その他の勤務条件

（1）休暇

一の年ごとにおける休暇

・結核性疾患　　　最大　　１年

・その他の疾患　　最大　９０日

産前８週間（多胎妊娠１４週間）、産後８週間

連続または分割して２日の範囲内

連続する７日の範囲内

一の年において、子一人につき５日の範囲内

一の年において、５日間の範囲内

配偶者、父母　　　　　１０日

子　　　　　　　　　　　５日など

（2）育児休業

例）１週間当たりの勤務時間

    １９時間２５分、２４時間３５分など

無給

給与の有無

無給

事由

負傷または疾病のため療養
する必要があり、勤務しな
いことがやむを得ないと認
められる場合

取得期間

年２０日

（1）医師の証明等に基づき最小限度必要と認め
る日または時間

職員の出産補助

条例で定める勤務形態

給与の有無

有給

有給

有給

配偶者、父母、子などで負
傷、疾病、または老齢によ
り２週間以上の期間にわた
り日常生活を営むのに支障
があるものの介護をするた
め、勤務しないことが相当
であると認められる場合

休暇の種類

年次有給休暇

病気休暇

職員の結婚

規則に定める期間内において必要と認める期間

特別休暇
（主なもの）

子の看護休暇

忌引

ボランティア休暇

（2）労働安全衛生法第68条の規定により就業を
禁止した期間

職員の分べん

 （任命権者が特に必要と認める疾患最大１８０日）

育児休業

種類

勤務時間の始めまたは終わりにおいて、２時間
を超えない範囲内で３０分単位

３歳に満たない子を養育す
る職員が休業することがで
きる制度

小学校就学始期に達するま
での子を養育する職員が休
業や短時間勤務することが
できる制度部分休業

育児短時間勤務

介護休暇
介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連
続する６月の期間内において必要と認められる
期間

産後休暇終了日の翌日から子が３歳に達する日
までのうち、職員の請求に基づく期間

取得期間内容

10



■　分限および懲戒処分の状況

　１.分限処分

　２.懲戒処分

（平成２９年度実績）

■　服務の状況

営利企業などの従事許可の状況（平成２９年度実績）

降　　給 ０人 戒　　告

内　　容

分限処分の状況 懲戒処分の状況

 分限処分とは、職員が一定の事由によりその職責を十分に果たすことが期待できない場合に、公務
の中立性、安定性を確保し、その適正かつ能率的な運営を図るため、本人の意に反して不利益な身分
上の変動をもたらす処分のことです。分限処分には、降給、休職、降任、免職の４種類があります。

 懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対して、任命権者がその職員の責任を追及して行なう処分
であり、公務における規律と秩序の維持を目的として行なわれる不利益処分のことです。懲戒処分に
は、戒告、減給、停職、免職の４種類があります。

人　　数 内　　容

０人 免　　職

０人 停　　職

休　　職 ６人 減　　給

人　　数

件数

１件

４件

６１件

降　　任

免　　職

５人

０人

０人

０人

 地方公務員法では、服務の根本基準を「すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために
勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない（地方公務員
法第３０条）」と定めています。この根本基準の具体的規定として、「法令等及び上司の職務上の命
令に従う義務」「信用失墜行為の禁止」「秘密を守る義務」「職務に専念する義務」「政治的行為の
制限」「営利企業等の従事許可」といった服務上の義務が定められています。

区分

営利目的の会社などの役員の地位を兼ねること

自ら営業を目的とする私企業を営むこと

報酬を得て事業や事務に従事すること
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■　研修および勤務成績の評定の状況

　１.職員の研修の状況

　主な研修計画には、以下のものがあります。

自己啓発 自主研究グループ活動支援

職場内研修 新規採用職員等研修

人権教育・啓発のための研修

メンタルへルス研修

など

職場外研修 福岡県市町村職員研修所

　「階層別研修」「選択研修」「課題研究」「特別研修」

市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）

全国市町村国際文化研修所（国際文化アカデミー） など

※職場外研修受講者数 （平成２９年度実績）

福岡県市町村職員研修所 「階層別研修」 ５５人

「選択研修」 ２５人

「課題研究」 ０人

「特別研修」 ０人

市町村職員中央研修所（市町村アカデミー） １人

全国市町村国際文化研修所（国際文化アカデミー） １人

　２.勤務成績の評定

　職員の研修は、職員の公務能率の発揮および増進を目的に任命権者から組織的かつ計画的に行われ
ています。このことは、地方公務員法の中にも規定され、市では「福津市職員研修計画」に基づいて
研修を実施し、職員の能力開発に努めています。

　任命権者は、公務能率を増進させることを目的に、職員の執務について定期的に勤務成績の評定を
行い、その評定の結果に応じた措置を講ずることとされています。市では、全職員を対象に評価制度
を導入していますが、「福津市人材育成基本方針」に基づき、評価制度の見直しを検討しているとこ
ろです。
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■　福祉および利益の保護の状況

　１.安全衛生管理

　２.職員の健康管理

※健康診断等受診者数 （平成２９年度実績）

定期健康診断 ３１０人

ＶＤＴ健診 ２５人

　３．福津市職員互助会（会員数　３１１人：平成２９年４月１日現在）

※主な事業

健康増進事業 各種スポーツ大会の実施、健康パラダイス等利用促進事業　など

慶弔給付事業 （一社）福岡県市町村福祉協会へ加入

その他福利厚生事業 研修旅行助成事業、厚生部助成事業、清掃ボランティア活動　など

※会費及び市助成金・負担金（平成２９年度決算）

会費（互助会・福祉協会）

市助成金（互助会）

市負担金（福祉協会）

公費補助率

１人あたり公費負担額 ※３１１人（平成２９年４月１日現在）

　４．公務災害補償

公務災害等の認定状況（平成２９年度実績）

■公平委員会からの業務の状況報告

（1）勤務条件に関する措置の要求の状況

（2）不利益処分に関する不服申立ての状況

平成２９年度実績 ０件

公務災害 通勤災害 計

　職場の安全と健康を確保し、快適な職場環境を形成するために労働安全衛生法等に基づく、産業医
や衛生委員会を設置し、安全衛生管理体制を整備する等して、その実現に努めています。

　労働安全衛生法に基づき、事業主責任として職員の健康管理状態を把握し、健康障害や疾病の早期
発見を行なうため、全職員を対象とする定期健康診断やＶＤＴ健診等の各種健診を実施しています。

　職員互助会は、会員の福利厚生に関する事業の実施、相互扶助及び親睦を図ることを目的としてお
り、会員の掛金及び市の助成金などで運営しています。

　職員から勤務条件に関し、適当な行政上の措置を求める要求があった場合は、公平委員会は必要な
審査を行い、事案を判定し、市の機関に対し必要な勧告をしなければなりません。

　職員から懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けたとして審査請求があった場合は、公平委
員会は事案を審査し、その結果に基づいて、処分を承認し、修正し、又は取り消す判定を行ないま
す。

平成２９年度実績 ０件

２件 ０件 ０件

46.0%

14,501円

5,286,652円

515,748円

3,994,365円
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